
������
外から教育を批判する人たちは､ 変化の遅さと

新しい状況への適応に時間がかかることを嘆く｡

しかしよく見れば､ 新しいトレンドが教育を席捲

するスピードは他の分野と変わらない｡ 日本にお

ける eラーニングの現状もそのようなトレンドの

ひとつである｡ 全国の大学がこぞって eラーニン

グを取り入れようと躍起になっているが､ なぜ導

入するのか､ その理由を理解している者はいない｡

e ラーニングを効果的に実施するためには､ 説得

力のある論理的根拠を明確に打ち出すことが前提

条件になる｡ e ラーニング導入の論理的根拠は､

他所が取り入れているから乗り遅れないようにと

いう薄弱なものであってはならない｡

鹿児島大学における eラーニングは進化の途上

にあり､ 学内で ｢クリティカル・ヴィジビリティ｣

に達するのはこれからである｡ ｢クリティカル・

ヴィジビリティ｣ とは､ 教育上のアプローチ､ 実

践またはテクノロジーが､ 実験段階といういわば

陰の領域から､ 教育上の実践の主流として受容さ

れる前の検討段階という光の領域に入る境界をい

う｡ ｢クリティカル・ヴィジビリティ｣ に達した

からといって､ 実際には主流となったわけではな

く､ そうなる可能性が大いに高まったというにす

ぎない｡ したがって､ ｢クリティカル｣ すなわち

｢臨界水準｣ という言葉は､ 教育上の新しいアプ

ローチ､ 実践またはテクノロジーが､ 主流として

受け入れられるために通過しなければならない段

階を意味する｡

日本国内のいくつかの大学では eラーニングが

｢クリティカル・ヴィジビリティ｣ に達している

が､ 教育の実践において主流となっている大学は

二､ 三を数えるのみであり､ e ラーニングが主流

として確固とした位置づけを得ている韓国やアメ

リカ合衆国とは対照的である｡ 日本が遅れている

背景には複雑な理由があるが､ e ラーニングが鹿

児島大学では ｢クリティカル・ヴィジビリティ｣

に達するのに苦闘している経緯は､ 他の大学が

e ラーニングで直面する課題を理解するための参

考になる｡ この論文はまず､ 鹿児島大学における

eラーニングのこれまでの足取りを手短に述べる｡

論文の主要部分となる考察では､ 限られた予算と

人員で､ 完璧ではないとしても効果的な eラーニ

ングのプログラムを､ ゼロから始めて１年以内に

構築する方法について述べる｡ 最後に､ e ラーニ

ングの教育上のメリットに関する理論的考察と､

e ラーニングを陰の領域から､ ｢クリティカル・

ヴィジビリティ｣ を経由して､ 最終的には主流と

して受容させるに至る方法についていくつかの提

言を行って論文の結びとする｡�����������������������
日本の ｢中心｣ から遠く離れているためか､ 鹿

児島大学が国全体の流れに適応するのには時間が

かかる｡ 1997年の教養部廃止はもっとも遅い大学

のひとつであった｡ ファカルティ・デベロップメ

ント (FD)､ 学生による授業評価､ 学生サービス

(就職相談など) のような教育の流れと歩調を合

わせるにも時間を要した｡ e ラーニング開発でも

同じように､ 鹿児島大学はペースが遅かった｡ 新

しい考え方への抵抗と受容の間の緊張関係は､ 鹿

児島大学における eラーニングの足取りにも反映

されている｡ しかし､ ｢中心｣ から遠いことは､

新しい考え方にオープンであるともいえ､ 鹿児島

大学における eラーニングの可能性は意外と高い

と考えられる｡

制度としての eラーニングは､ 鹿児島大学では

2000年に始まった｡ この年､ 鹿児島大学は ALC

ネットアカデミーのTOEIC自学自習教材専用サー

バを立ち上げた｡ ALC ネットアカデミーの導入

では､ 鹿児島大学はもっとも早い時期に実施した

大学のひとつだった｡ 現在でもいくつか他の大学

で見られるように､ ALC ネットアカデミーは当

初､ 学内のネットワークでしか利用できなかった｡

この状況は､ 2005年に鹿児島大学学術情報基盤セ

ンターで開発した eラーニングシステムWebStudy

を通じて､ ネット上でも教材が利用できるように

なるまで変わらなかった｡ ALCネットアカデミー

����
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の導入では先駆けとなった鹿児島大学だが､ この

システムがカリキュラムの一部になっているとは

いえない｡ 2006年には､ ALC ネットアカデミー

を主要テキストとして使用した英語のクラスはわ

ずかひとつ､ 必修または補助的な自学自習教材と

して使用したのもごく少数であった｡ 現在のとこ

ろ､ ALC ネットアカデミーは､ 授業外の自学自

習教材として使われる場合がほとんどである｡

鹿児島大学は2000年に､ 学内ネットワークで

BBCと CNNのビデオストリーミングを始めたが､

これも国内の大学の中ではもっとも早い方だった｡

学内のどのコンピューターからでも､ BBCやCNN

のビデオストリーミングにすぐアクセスできる｡

必ずしも教室内での使用を意図しているわけでは

ないが､ この数年間､ ビデオストリーミングを主

要あるいは補助教材として利用した英語の科目は

ない｡ ALC ネットアカデミーと同じように､ ビ

デオストリーミングも､ 授業外の自学自習用とし

てしか使われていない｡ ALC ネットアカデミー

と BBC､ CNN のビデオストリーミングが課外活

動用と位置づけられていることは､ 日本の大学に

とって eラーニングを教育の実践の一部に取り込

むことが今後の課題であるとした田口真奈と吉田

文の調査結果 (2006) とも符合する｡

2004年から2005年にかけて､ 鹿児島大学学術情

報基盤センターが､ WebStudy という包括的な

LMS を開発した｡ WebStudy の開発は､ 学術情報

をオンラインで登録・処理するシステムの開発と

密接に関係していた｡ 学術情報基盤センターは､

WebStudy の利用法を指導するセミナーを何度も

開催し､ 学内での利用を積極的に推進した｡ しか

しこのような努力も空しく､ 2006年度のシラバス

にWebStudyを利用したクラスは二､ 三にとどまっ

た｡ 同年度WebStudy は､ 物理学と情報テクノロ

ジーのクラスの振り分けテストにも利用された｡

鹿児島大学における eラーニングの短い歴史を

振り返ると､ 日本の大学にほぼ共通して見られる､

ある傾向が明らかになる｡ つまり､ 創造的なテク

ノロジーは､ カリキュラムや教育上の実践に採り

入れられないということである (田口真奈､ 吉田

文, 2006)｡ 鹿児島大学は､ ALCネットアカデミー

とビデオストリーミングのネットワークで先陣を

切ったにもかかわらず､ このような他に類を見な

い､ 進んだ内容がカリキュラムに採り入れられて

いないのである｡ また､ 鹿児島大学は独自にLMS

を開発した数少ない大学であるにもかかわらず､

この LMS が学内で広く利用されているとはいえ

ない状況である｡ カリキュラムの一部になってい

ないということは､ e ラーニングが､ 少数の熱狂

的な eラーニング支持者の間で行われる､ 付随的

かつ趣味レベルの活動にとどまっていることを意

味する｡����������������
3.1. 2006年度の進展

2006年８月､ 鹿児島大学教育センター (http://

www.kic.kagoshima-u.ac.jp) はサーバを立ち上げ､

その基幹の e ラーニングソフトとしてMoodle を

導入した｡ サーバの立ち上げと同時に､ 教育セン

ターは､ ｢鹿児島の中に世界をみる教養科目群の

構築｣ と題した特色 GP に採択された｡ 特色 GP

の授業データ (主に音声とパワーポイントによる

プレゼンテーション) を実験的にMoodle に入れ､

教育センターのウェブサイト上で提供した｡

Moodle は2006年度後期の韓国語授業でも利用さ

れた｡

サーバの立ち上げとその後の出来事は､ それま

で考えられなかったような､ 教員と事務職員の協

同作業を物語っている｡ 2006年６月､ 筆者ロバー

ト・ファウザーと教育センター事務職員の内宮博

幸は､ 教育センターの eラーニング活動用の独立

したプラットフォームとしてサーバを立ち上げよ

うと話し合いを始めた｡ WebStudy はメリットの

多い革新的なシステムだが､ 教育センターが担当

する共通教育や一般教養のニーズを考えると､ 独

立したサーバにMoodle を構築した方がよいと考

えられた｡ 筆者と内宮は､ Moodle のインストー

ルに必要な設定をした Linux サーバを立ち上げる

ため､ 地元の IT ソリューション会社と話し合い

を重ねた｡ 2006年度予算を組む時点では､ サーバ

の立ち上げを想定していなかったため､ 使える予

算は限られていた｡ 自分たちで勉強したことと､

この会社からのアドバイスを組み合わせ､ 予算の

範囲に収まるサーバを選ぶことができるようになっ

た｡ 内宮は､ 鹿児島大学学術情報基盤センターの

IP アドレス申し込みやサーバと周辺機器の発注

に必要な書類作成など管理上の仕事を担当した｡

����
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筆者は､ インストールするシステムの選択や､ 主

として文字コードなどに関連する技術的なアドバ

イスをこの会社に提供した｡ サーバの完成後､ 筆

者と内宮は協力して､ 既述のとおり特色 GP 科目

にMoodle を導入した｡ サーバの完成後も2006年

暮れにかけて筆者と内宮の協同作業は続き､ 最終

段階として､ 特色 GP の予算で､ MediaDEPO を

使ったストリーミングサーバーを完成させること

ができた｡ 富士ゼロックスが開発したMediaDEPO

は､ ストリーミングビデオでパワーポイントのプ

レゼンテーションができるシステムである｡

サーバの立ち上げとMoodle を教員と学生に導

入する作業をしている間､ 筆者と内宮は､ 携帯電

話で学生とコンタクトする方法について何度か話

し合った｡ 学生はほぼ全員が携帯電話を使ってお

り､ ほとんどの学生は携帯電話でインターネット

にアクセスするのに慣れている｡ Moodle には携

帯電話を通じて利用できるバージョンがない (以

前､ 他の人が開発した携帯モジュールは､ 後から

できたMoodle のバージョンには使えない) ため､

何らかの方法が必要だった｡ 筆者は､ PC のウェ

ブサイトに携帯を通じてアクセスできるようにす

るオープンソースのプログラム､ PC2M Website

Transcoder for Mobile Clients を導入した｡ フルブ

ラウザー機能つきの携帯電話であれば､ 変換しな

くてもインターネットにアクセスできるが､ フル

ブラウザー機能はコストが高くつくため､ ほとん

どの学生は利用できない｡ Moodle を携帯電話で

アクセスできるフォーマットに変換すると､ 必要

でないテキストや画像構成が残るが､ これなら

Moodle が携帯電話で利用できる｡ 携帯電話への

変換は､ 後期の試験に間に合った｡ 韓国語科目の

学生のうち何人かは､ Moodle にアクセスし､ 携

帯電話を使って出席日数や試験結果を確認した｡

3.2. 2007年度の進展状況

2007年度には大きな進展があった｡ 新学年度に

備え､ 筆者は１年生のゼミである ｢教養セミナー｣

を担当する教員向けにワークショップを開催した｡

また､ 特色GP科目を担当する教員のファカルティ・

デベロップメント (FD) セミナーでも､ Moodle

と MediaDEPO を導入した｡ 二度の試みは､

Moodle に対する教員の注目度を上げるのに役立っ

た｡ さらに筆者と内宮は､ 常勤と非常勤の教員へ

の定期的な連絡を通じて､ 教員全員にMoodle の

特長を知ってもらえるようにした｡ また筆者は､

特色 GP 科目の担当教員､ 英語教員などにコンタ

クトし､ どうすればシラバスにMoodle を取り入

れられるか説明した｡ 講義開始後は､ Moodle を

採用する全科目に足を運び､ Moodle というシス

テムについて､ さらにログイン後にまずしなけれ

ばならないことについて説明した｡ 教育センター

はMoodle 導入用に４ページのパンフレットを作

成した｡ このパンフレットは授業訪問の際に大い

に活用された｡ このような活動すべてが奏効し､

表１に示すとおり､ Moodle を採用する科目が急

増した｡ 表のMPは ｢ミニッツペーパー｣ を指す｡

2007年度前期､ Moodle は主として４つの科目群

で使用された｡ ①特色 GP 科目､ ②英語科目

(VOA 補助教材)､ ③ ｢教養セミナー｣ 科目､ ④

専門科目である｡ 特色 GP 科目では､ Moodle は

講義のオーディオファイルやその他の講義内容の

ファイルは自学自習のために用いられた｡ このよ

うな使用法は､ 2006年度後期に開発されたフォー

マットに近いものであった｡ ｢ミニッツペーパー｣

という､ 授業の最後に学生が書くコメント､ 質問､

また具体的な課題についてのまとめである｡ ミニッ

ツペーパーは､ 2006年度は紙で実施していたが､

紙を使うと回収と学生への返却が必要なため､ 授

業時間が犠牲になる｡ 平均履修者数が100名を上

回る特色 GP 科目では特に時間がかかる｡ この問

題を解決するため､ Moodle を２つの方式で導入

した｡ 第１の方式は､ コメントを記入した紙を回

収して JPEG 画像形式で読み取った後､ Moodle

のオンライン課題のモジュールにアップロードす

る｡ 学生は結果を自由に閲覧することができ､ 授

業内で用紙を返却するのに必要な時間も節約でき

る｡ 特色 GP の２科目と一般教養の講義科目の１

つでこの方式が採用された｡ 第２の方式は､ 携帯

電話で学生のコメントを集め､ 教員がMoodle に

ログインし､ コメントを書く仕組みである (南日

本新聞, 2007)｡ この方式は､ 特色 GP の３科目

と一般教養の講義科目の１つで利用された｡ どち

らの場合も､ 学生との連絡には､ オンライン課題

のモジュールがもっとも効果的な方法であること

がわかった｡ その理由は､ 使い方が簡単でプライ

バシーが守れるだけでなく､ 能率よく学生の成績

管理ができるからである｡ 携帯電話の使用は講義
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科目群 科目名 受講者数 ������利用形態 メモ

教養 鹿児島探訪－自然 ��� 授業中の携帯ＭＰ・自学自習 特色ＧＰ

鹿児島探訪－環境 �� 授業中の携帯ＭＰ・自学自習 特色ＧＰ

鹿児島探訪－文化 ��� 紙ＭＰの返却 (授業外) ・自学自習 特色ＧＰ

鹿児島湾の自然と人々 �� 授業中の携帯ＭＰ・自学自習 特色ＧＰ

鹿児島文化遺産とまちづくり ��� 紙ＭＰの返却 (授業外) ・自学自習 特色ＧＰ

地球をつくった人々 �� 授業中の携帯ＭＰとコメント・自学自習
職業人と実践倫理 �� 紙ＭＰの返却 (授業外) ・自学自習
教養セミナー (３科目) ��� 授業中のパソコン教室・自学自習
鹿児島探訪－鹿児島大学 ��� 授業中のフィードバックとコメント・自学自習 特色ＧＰ (集中)����

外国語 英語コアＣ �� 評価の��％ (授業外) ���
英語オープン �� ボーナスポイント (授業外) ���
英語コア� �� ボーナスポイント (授業外) ���
英語総合基礎 (コア再) �� ボーナスポイント (授業外) ���
英語オープン �� 評価の��％ (授業外) ���
英語コア� �� 評価の��％ (授業外) ���
英語コア� �� 評価の��％ (授業外) ���
英語コア�２ �� 評価の��％ (授業外) ���
インテンシブ英語� �� ボーナスポイント (授業外) ���
インテンシブ英語� �� ボーナスポイント (授業外) ���
インテンシブ英語� �� ボーナスポイント (授業外) ���
英語コア� �� ボーナスポイント (授業外) ���
英語コア� �� ボーナスポイント (授業外) ���
英語コア� �� ボーナスポイント (授業外) ���
英語コア�２ �� 評価の��％ (授業外) ���
インテンシブ英語� �� ボーナスポイント (授業外) ���
インテンシブ英語� �� ボーナスポイント (授業外) ���
インテンシブ英語� �� ボーナスポイント (授業外) ���
韓国語オープン � 自学自習 (授業外)
韓国語コアＩ (文系) �� 評価の��％・自学自習 (授業外)
韓国語コアＩ (理系) �� 評価の��％・自学自習 (授業外)���

学部 細胞生物学 �� コメントと情報交換 (授業中・授業外)
形態発生生物学 �� コメントと情報交換 (授業中・授業外)
科学論文読解 �� コメントと情報交換 (授業外)
航海法規 �� コメント､ 練習問題 (授業中・授業外)���

大学院 英語科教育学特論Ⅱ � コメントと情報交換 (授業中・授業外)
発生細胞学特論 �� コメントと情報交換 (授業中・授業外)��

合計 科目数：��(��教員) ����� 中には約����人が｢頻繁に利用している｣主に特色��科目
(集中講義を除く)､ 教養セミナー､ 専門科目



概要に記載したが､ ノートパソコンを使いたいと

いう学生には､ 各教室の無線ネットワークを使え

るようにした｡ 何らかの理由で携帯電話を使えな

い学生には､ 授業の終わりに教育センター職員が

ノートパソコンを２台程度持ち込む｡ また､ 学生

の個人の持ち込みノートパソコンは無線 LAN 対

応であれば利用できる｡ 学生数が100名の科目で

は､ 通常２名ぐらいはこの方式を利用している｡

履修者数が合わせて280名になる３つの科目の場

合は､ 学生がMoodle でミニッツペーパーの結果

をチェックすることを義務づける｡

上記の革新的なアプローチと比べると､ Voice

of America (VOA) Special English をベースにし

た一般的な補助教材はオーソドックスといわざる

をえない｡ この教材は､ １つのユニットに５つの

ステップがあり､ そのユニットがいくつかまとまっ

たものを学生に与える｡ VOA Special English を

選んだのは､ 無料であること､ １年生の補助教材

として難易度が適当だからである｡ 学生をまず

VOAの共通サイトに登録したが､ 学生をモニター

するのが難しいことに教員が気づいたため､ 同じ

教材で､ Moodle 内にクラス別のスペースを設け

る方式を変えた｡ ALC ネットアカデミーを使用

する科目と合わせると､ 非ネットワーク型 eラー

ニングと､ インターネット型 eラーニングの利用

を成績評価に反映させる英語科目の履修者合計は､

2007年度に少なくとも500名を超えている｡ VOA

教材を使う科目の前期履修者数は735名であった｡

ただし､ VOAを必修とする講座の学生数は､ 375

名であった｡

VOA 教材とは別に､ 英語教育では他にも２つ

の重要な進展があった｡ まず､ 非ネットワーク型

の CD-ROM プログラム､ Listen to Me! に含まれ

る First Listening を使った大規模な実験的な科目

２つが2007年度に導入されたことである｡ この科

目は基本文法に重点を置き､ First Listening を必

修補助教材として用いた｡ この実験科目の目的は､

CALL 教材を用い､ 文法に重点を置いた多人数の

科目が､ 生徒にメリットがあるかどうかを調べる

ことであった｡ もしメリットがあれば､ 多人数の

文法・リスニング科目を作ることで､ スピーキン

グとライティング科目の学生数を減らすことがで

きる｡ 最後に､ ｢BBB /CNN Listening Practice and

Current Events｣ という科目が､ 一般教養の集中

講義として2007年度後期にスタートする｡ これは

BBC /CNNのビデオストリーミングが科目名と講

義概要にはっきりとうたわれる初めての科目とな

る｡ この科目は､ 今後英語の正規科目に取り入れ

られる可能性のあるビデオストリーミングを使用

する取り組みの実験の場となる｡

１年生のゼミである ｢教養セミナー｣ は､ 学生

が自分たちで選んだテーマについて討論や調査を

し､ 力を合わせてグループとしてのプレゼンテー

ションをまとめるように仕向けるよう構成されて

いる｡ 授業はコンピューター教室で行われるが､

この点で上記２つの科目群とは明らかに異なる環

境を提供する｡ 2006年度は､ 一部の ｢教養セミナー｣

教員から､ 授業運営にあたって学生間のコミュニ

ケーションが問題になるとの指摘があった｡ この

問題を克服するため､ 数名の教員がMoodle のコ

ミュニケーション機能に関心を持った｡ Moodle

を使うのは､ 学生と教員のコミュニケーションに

重きを置く特色 GP 科目とは異なり､ ｢教養セミ

ナー｣ は学生間の活発なコミュニケーションに重

点があるためである｡ 学生のグループはそれぞれ､

ある日の授業で行ったことについて､ Moodle の

フォーラムに短いメッセージを書き込む｡ 学生の

書き込みに対し､ 教員は思い思いの程度でコメン

トする｡ ｢教養セミナー｣ から生まれた特に革新

的なアプローチは､ 学生のグループがフィードバッ

ク・モジュールで学生の意見を拾い上げ､ 研究課

題に取り入れるというものである｡ ｢教養セミナー｣

は､ 学習に関する事前・事後アンケートにもフィー

ドバック機能を使っている｡ さらに､ 他のグルー

プの活動状況を知ることができるよう､ 学生はパ

ワーポイントのプレゼンテーションが完成する前

の段階でアップロードしている｡ さらに､ ｢教養

セミナー｣ の履修者数は250名で､ 全員が何らか

の形で Moodle を使っている｡ 他の科目では190

名程度Moodle を使っている｡

｢教養セミナー｣ の教員数名が自分の科目でも

使うことにしたため､ 2007年度前期は､ 専門科目

でもMoodle が使われるようになった｡ ある教員

は小テスト機能を大いに活用し､ もう一人の教員

はフォーラムを通じて学生の質問に詳しく答える

という具合である｡ まとめると､ これまでのとこ

ろMoodle のもっとも一般的な利用法は､ 授業内

容のファイルへのアクセス､ 学生と教員､ 学生同
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士の双方向コミュニケーション改善である｡ どち

らも､ 授業から得られる学習体験を豊かなものに

するには CMS を採用する必要があると感じた教

員が考案した利用法である｡ またどちらの利用法

も､ 日本の大学の現行システムが抱える問題点の

１つ､ すなわち週１回の授業という問題を克服し

たいという強い願いを反映している｡ 週１回の授

業なら､ 学生はさまざまな科目を履修することが

できるが､ 学生を熱心に学習に取り組ませる､ 開

かれたコミュニケーションづくりは難しい｡

まとめると､ 2007年度前期には約1,350名の学

生が､ 授業内で､ または最終評価に影響する自学

自習でMoodle 使用を義務づける科目を履修して

いる｡ その内約1,100名が１年生と２年生の共通

教育を履修している｡ すなわち､ 新入生2,000名

の半分以上が､ 最終評価に影響する形で現在

Moodle を利用している｡ 80％にあたる1,600名の

学生は､ Moodle を使う共通教育と一般教養科目

を取っている｡ そのほとんどには､ 授業のシラバ

スにMoodle の使用に関する注意書きがある｡ 学

生の活動におけるMoodle の使い方はさまざまだ

が､ 約1,100名の学生は一貫してMoodle を使って

いる｡ 2007年度後期には特色 GP の科目数が増え

るが､ そうなるとMoodle を使う科目の数と学生

数が､ わずかではあるが上昇する｡ 現在の計画で

は､ 程度の差こそあれ必修として eラーニングを

利用する学生数を､ 2010年までに新入生のほぼ100

％まで徐々に増やす必要があるとしている｡

Moodle の導入は､ 鹿児島大学における e ラー

ニングのかつての傾向､ すなわち広く普及した､

どこにでもあるテクノロジーを使うという傾向か

らの離脱を意味する｡ つまり､ テクノロジーの実

験から､ テクノロジーをカリキュラムに取り込む

ことに重点を置くという､ 大きな転換があったこ

とを示す｡ GNUの GPL (パブリックライセンス)

のオープンソースプログラムであるMoodle は無

料であり､ 更新や変更も容易である｡ 利用する大

学が国内外で増えていることは､ 利用者の大きな

コミュニティーが存在することを意味する｡ 利用

者の大きなコミュニティーは発展を間違いなく継

続させ､ 教育のさまざまな場面での有効利用に関

する討論や調査活動を促す｡ 既存のテクノロジー

が主流になってから採用したことで､ 鹿児島大学

教育センターは利用者の大きなコミュニティーと

つながることができた｡ さらに重要なことは､

Moodle の使用が授業に必修として組み込まれた

こと､ そのため eラーニングに対する関心が ｢ク

リティカル・ヴィジビリティ｣ に達する可能性が

大きくなったことである｡

3.3. 今後の課題

Moodle が2007年度前期に急拡大したことは今

後を占う好材料となるが､ このシステムを間違い

なく ｢クリティカル・ヴィジビリティ｣ に到達さ

せるため､ さらに重要なことは､ 教育の質の向上

に資するため､ この成長を今後も大切に育まなけ

ればならない｡ そのためには､ より根本的な社会

心理的問題に取り組む必要がある (Derntl and

Motschnig-Patrik, 2005; Selim, in press 2005)｡ eラー

ニングをカリキュラムに採用することに関心が薄

いのは､ 教授法や学習法の改善というもっと大き

な問題に関心がないこと､ さらに重要なことは､

改善しようとしても組織上の障害があることが原

因である｡ 授業内あるいは自学自習を問わず､

e ラーニングは､ 学習者が学ぶことにある程度の

関心 (個人的および広義の ｢関心｣) を抱いてい

ることを本質的な前提とする｡ 学習者はこのシス

テムを使いたいと思い､ それに必要な時間を確保

しなければならない｡ いまのところ､ ほとんどす

べての eラーニングシステムでは､ 学習者がコン

ピューターまたは携帯機器の操作に時間を費やす

ことが求められる｡ このような機器は物理的な構

造上､ 個人による使用を暗に求める｡ つまり､ あ

る意味では､ e ラーニングが本質的に個人で行う

活動であることを暗示するのである｡

日本の大学の現行の制度では､ ほとんどの学生

が単位割当数の少ない授業を受けるために多大な

時間を毎週費やしている｡ 卒業に必要な単位を取

るには多くの授業を受けなければならない｡ 日本

の平均的な大学生は､ 授業を受け､ 自学自習に必

要な時間を確保するのに手一杯である｡ 共通教育

の多人数な講義形式の授業をはじめとして､ 多く

の授業は自学自習をほとんど､ あるいはまったく

必要としない｡ そのため学生は､ 何かと制限の多

かった高校時代に培った自習能力をすぐに失って

しまう｡ 大学教育の後半２年間に行われる専門教

育は､ 教養課程に比べて学習への要求度が高いが､

ほとんどの学生は卒業後の進路に手一杯で､ 集中
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的に自学自習する時間はほとんどないのが実情で

ある｡ e ラーニングが本質的に個人的な､ 一人の

時間に行われることが多い活動にとどまるかぎり､

日本の大学における自学自習の役割とそれに費や

される時間が､ e ラーニングの受容度に影を落と

すだろう｡

これと密接に関連するもう１つの問題は eラー

ニングへの準備態勢である｡ 自学自習に必要な時

間を確保することができても､ e ラーニングに対

する学習者の準備態勢が整っているとはかぎらな

い｡ また､ 準備態勢が整っていても､ 自学自習に

十分な時間を確保できない､ あるいは時間がない

ことも考えられる｡ e ラーニングへの準備態勢は､

IT リテラシーや日常生活への IT の浸透度と関係

する｡ ほとんどの高校生は携帯電話を持っており､

携帯電話は彼らの日常生活に深く浸透している｡

しかし､ コンピューターに関係する ITリテラシー

を大学入学時点で見ると､ 日本の学生の能力は､

他の先進国の学生に比べて見劣りする｡ 2003年に

60カ国で eラーニングへの準備態勢を調べたとこ

ろ､ 日本は教育分野で24位であった (Economist

Intelligence Unit, 2003)｡ アジアでは韓国､ シン

ガポール､ 台湾､ 香港の後塵を拝して５位であっ

た｡ 韓国でサイバー大学が成功したのは､ ブロー

ドバンドが家庭を中心に広く普及しているのが大

きな理由である (鄭仁星､ 久保田賢一､ 2006)｡

Economist Intelligence Unit の調査で韓国が５位に

輝いたのは､ ブロードバンドが早い段階で広く普

及していたことを反映している｡ 鹿児島大学で学

生の態勢が整っていないのは､ IT インフラが全

般に不備であることにもよっている｡ 無線 LAN

対応の教室はほとんどなく､ コンピューター教室

の数も共有施設にあるコンピューター機器の数も

限られている｡ 鹿児島大学には適切な自学自習施

設がなく､ あっても無線 LAN 対応ではない｡ １

年生､ ２年生は特にそうだが､ 自学自習や eラー

ニングを義務づける科目がほとんどないため､ 結

局学生は学内でコンピューターを使わない｡ 学生

は毎日 (間に短い昼食休憩をはさんで) 教室から

教室へと移動し､ 授業が終われば学校を後にする｡

e ラーニングへの学生の対応度と表裏一体を成

すのが教員の対応度である｡ 教員に関心を持たせ

るには､ システムを熟知するのに時間はかかるが､

それを上回るメリットが eラーニングにはあるこ

とを理解させなければならない｡ e ラーニングに

熱心な少数派を除けば､ 日本の大学教員のほとん

どは､ 教室で授業をしたり､ 研究室や実験室で学

生を個人的に指導したりすることを教えることだ

と考えている｡ 自学自習活動を指示したり､ 指導

したりするのが自分たちの役目だとは思っていな

い｡ また､ 日本の大学教員は管理上の役割も分担

しているため､ 教えるプロとしての能力開発に必

要な時間を確保するのが難しい｡ このことは､ 教

員のファカルティ・デベロップメント (FD) へ

の関心が薄いことからも明らかである｡ 結果とし

て日本の大学教員は､ 世界中の多くの国の大学教

員と同じように､ 教えるプロというより専門能力

で自らを規定している｡ このような構造的障害に

より､ e ラーニングに望まれる双方向で建設的な

プラクティスを発展させることが難しくなってい

る (例：Coppola, 2004)

このような根本的な問題に対応するため､ 鹿児

島大学教育センターは､ カリキュラム改革と､

e ラーニングとどこでもウェブにアクセスできる

ユビキタス環境づくりに取り組んでいる｡ 2006年

度には ｢インテンシブ英語｣ という新しい英語の

科目が始まった｡ 従来の英語科目は取得単位が１

つで授業は週１回だが､ この科目は２単位で授業

は週１回である｡ 学生により多く自学自習を求め

るのが､ １つ余分に単位が取れる所以である｡ 同

じように､ First Listening (非ネットワーク型 CD-

ROM 教材) を使って2007年度に始まった大規模

な実験的英語科目は､ この教材をもとに作成した

試験に合格することを義務づけている｡ 学生は授

業外でこの教材を勉強しなければならない｡ 最後

に､ 既述のとおり2007年度は､ いくつかの英語科

目で Moodle をベースにした VOA 補助教材が授

業外必修に採用された｡ 同じように､ 2005年度に

学生数19名でスタートしてから急成長した ｢教養

セミナー｣ は､ 学生が自主的な自学自習の習慣を

身につけ､ グループで協力して共通の目標を達成

するように仕向ける｡ Moodle を ｢教養セミナー｣

に取り入れることは､ IT 分野でこのような目標

を達成するのを助ける意味合いがある｡ 特色 GP

は現在のところ､ ミニッツペーパーを通じて

Moodle の使用を評価に反映させているが､ 授業

に自学自習をさらに大きく取り入れる努力がなさ

れている｡
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e ラーニングに対する学生の意識啓発と態勢づ

くりのため､ 教育センターは2007年の初めから素

早い動きを見せ､ 共通教育の授業が行われる学内

の一角で IT インフラを整備した｡ 教室が入って

いる建物と､ その近くにあって学生が集まる大き

な屋外スペースに無線 LAN を敷設した｡ 既に述

べたとおり､ 無線 LAN はミニッツペーパー提出

を利用している特色 GP のいくつかの科目とそれ

以外の共通教育の科目で利用されている｡ 最終的

にこれらの計画は入学後１年間に学生がもっとも

頻繁に訪れる学内のスポットで IT の存在を目立

たせることを目的としている｡ 学内で IT の存在

感が高まれば､ e ラーニングに対する意識や対応

度が向上し､ ｢クリティカル・ヴィジビリティ｣

達成への条件づくりに役立つ｡

e ラーニングに対する教員の態勢づくりは､

e ラーニングの熱狂的な支持者にとっては不満の

種に事欠かない仕事である｡ このような不満から､

e ラーニングに関心を示さない大多数の教員を､

やる気のないハイテク恐怖症患者と決めつけるよ

うな､ ひねくれた見方に至ることもしばしばであ

る｡ 創造的な解決策を見つけるには､ e ラーニン

グの開発で教員が直面する構造的な問題という新

たな視点から議論する必要がある｡ 一般的な戦略

のひとつは､ 必要なことはすべて肩代わりするの

で､ e ラーニングのプロジェクトに参加してほし

いと教員に呼びかけることである｡ このアプロー

チなら､ e ラーニングに関わる教員と学生の数が

増え､ 上手に計画すれば､ ｢クリティカル・ヴィ

ジビリティ｣ 達成が可能になる｡ しかし長期的に

行うとなると､ このアプローチには限界がある｡

大々的に教員を援助できるほどの人的および物質

的余裕がある大学はほとんどないからである｡ 主

流に押し上げるのに必要なリソースがないため､

プロジェクトとしては成功しても ｢クリティカル・

ヴィジビリティ｣ どまりになることが多い｡ これ

を乗り越える唯一の方法は､ 時間はかかっても､

e ラーニングの開発と運営にもっと積極的な役割

を果たすように教員を仕向けるシステムを構築す

ることである｡ 日本の他の大学と同じように､ 鹿

児島大学は今のところ､ 傍観者から参加者に変わ

るよう教員に働きかける方法を模索中である｡ 共

有可能で頻繁に更新できるMoodle のようなシス

テムで補助教材を開発すれば､ 急な学習曲線を克

服することに不安を感じずに､ 教員が eラーニン

グに関心を持つだろうと考えられる｡ しかし

Moodle や局所的に開発された WebStudy のよう

に完全かつ高度な CMS システムは､ 一部の教員

にとっては依然として気軽に手の出せない存在で

ある｡ このような教員を eラーニング教材の企画

と設計に参加させるのは､ CMS そのものを使っ

てほしいと頼むより効果がある｡

｢教養セミナー｣ の教員たちは､ 2007年３月の

ワークショップに参加した結果､ Moodle に積極

的な関心を持つようになった｡ このワークショッ

プに続いて2007年４月に再度非公式なワークショッ

プを開催した｡ 若干名の教員が特にMoodle の有

効性に気づき､ 自身の専門科目に導入した｡ それ

だけでなく､ ｢教養セミナー｣ 以外の教員にも教

えられるほどMoodle を使いこなすレベルに達し

た｡ 同じように､ Moodle をベースにした VOA

補助教材を使おうと計画している英語教員たちを

見ると､ 直接または電子メールで eラーニング教

材の企画・設計に参加するユーザーグループのコ

ミュニティーが生まれつつあることがわかる｡ こ

のような進展は､ それぞれの科目で使われるeラー

ニング教材を中心として､ 鹿児島大学に初めてユー

ザーグループのコミュニティーが誕生したことを

示している｡ しかし､ e ラーニング教材が最終的

に成功を収めるかどうかは､ 教育的な有効性があ

るかどうかで決まる｡ 教員､ 常勤職員､ 非常勤講

師が Moodle を使う特色 GP 科目に参加すること

もユーザーコミュニティーの形成につながる｡

Moodle の利用法､ 授業での活用法についてのワー

クショップや小規模な説明会は2007年度中はもち

ろん､ それ以後も継続する｡ 顔を合わせてコミュ

ニケーションするチャンスが多いユーザーコミュ

ニティーを育てることで､ 教員のファカルティ・

デベロップメント (FD) を e ラーニングの議論

に組み込んでいく機会も生まれる｡

鹿児島大学の eラーニングは､ カリキュラム改

革とインフラ開発､ 学生と教員の体制強化をひと

つにまとめた大きなアプローチへと移行しつつあ

る｡ このアプローチには時間がかかり､ 大学当局

の忍耐と一貫した支援を必要とするが､ e ラーニ

ングが ｢クリティカル・ヴィジビリティ｣ を超え､

発展を続ける可能性を持っている｡ 無線 LAN 機

能の拡張をはじめとするインフラ開発は､ 新しい

����
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システムやテクノロジーにオープンであることを

前提として推進しなければならない｡ オープンな

動きとして､ 教育センターはウェブサイトの基本

ソフトとして2006年にメディアウィキを導入した｡

ウィキペディアを運用している同じソフトを使う

ことで､ 学生が書いたものや学習成果を一般公開

するウェブサイトをつくるという興味深いチャン

スが各科目にもたらされた｡ 特色 GP 科目のコン

テンツは､ 一部ウェブ上で公開されている｡ また

教育センターは､ 特色 GP 関連科目のビデオや教

材を公開し､ 今後は教員のファカルティ・デベロッ

プメントのプロジェクトに活用することも睨んで､

MediaDEPO の利用拡大を計画している｡����
結論として､ e ラーニングをめぐる議論は､

e ラーニングが学習法や教授法をどのような形で

改善するのかという本質的な問題を取り上げなけ

ればならない｡ e ラーニングは格好がいい､ 大学

上層部にも受けが良いという理由で推奨するなら､

本来 e ラーニングであるべきものが､ e エデュテ

イメントに堕してしまう｡ e ラーニングを導入す

るには費用がかかり､ 維持していくための活動も

必要なのだから､ それを正当化する確固とした､

計測可能なメリットを､ 学習と教授活動にもたら

さなければならない｡ e ラーニングの教育的価

値については調査結果も賛否が分かれ､ 時として

批判的な結果も見られるが(Oppenheimer, 2003)､

インターネットと IT が情報の流れと創出､ さら

に人と人がコミュニケーションする方法を劇的に

変革したことにほとんど疑いはない｡ 情報創出と

人のコミュニケーションが果たす役割こそ高等教

育の本質である｡ そうであるなら､ e ラーニング

が果たす本質的な役割は､ コミュニケーションの

可能性を拡大しつつ､ 情報を創出し管理する手助

けをすることである｡ 日本国内の eラーニング推

進派にとっての課題は､ 技術的な能力に重点を置

く ｢できる eラーニング｣ から､ 効果的な利用で

学習活動の質を向上させることに重きを置く ｢す

る eラーニング｣ にシフトすることである｡ 現在

共通教育における eラーニングに取り組んでいる

教育センターにとって第一の課題は､ ｢する eラー

ニング｣ が個々の科目だけでなく､ ｢大学エクリ

ペリエンス｣ 総体の一部として教育的な豊かさを

向上させると実証することである｡����
鄭仁星､ 久保田賢一 (編著) (2006)､ 『遠隔教育
と eラーニング』､ 京都､ 北大路書房

田口真奈､ 吉田文 (2006) 『大学における e ラー
ニングの実態に関する調査研究』 (NIME 研究報
告 No.13－2006)､ 千葉､ メディア教育開発セン
ター

南日本新聞 (2007) ｢携帯電話で双方向授業～
｢質問しやすい｣ 学生に好評｣､ 『南日本新聞』､
2007年８月３日､ 14頁

Coppola, E. (2004). ���������������������������������������������New York: The Teachers College
Press

Derntl, M, & Motschnig-Pitrik, R. (2005). The role
of structure, patterns, and people in blended learning.�����������������������������111-130
Economist IntelligenceUnit (2003).�����������������������������������London: Economist Intelligence
Unit

Oppenheimer, T. (2003). �����������������������������������������������������������������New
York: Random House

Selim, H. M. (in press 2005). Critical success factors
for e-learning acceptance: Confirmatory factor models.�������������������

����

― 17 ―

���������������������������������� (基幹�ラーニングシステム) ����������������������������������������
携帯版������(携帯電話用のシステム) ��������������������������������������������������� (ビデオ配信システム) ������������������������������������������������������� (教育センターのウェブサイト) ���������������������������������
携帯電話用のトップページ �����������������������������������




